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operation, and the status of efforts to solve social 

issues. Moreover, the purpose is to examine the 

relationship between the basic attributes of the 

production area and the business situation.

　As a result of the surveys, the majority of the 

responding production associations and producers 

are adversely affected by the coronavirus crisis in 

terms of management, but some producers tackled 

this adversity as a business opportunity. Besides, 

there are barriers such as understanding IT literacy 

and securing/training human resources when 

responding to new sales methods via the website, 

but the production associations/producers that have 

started the initiative feel some results. Furthermore, 

as an initiative to solve social issues, the author 

found that producers that are calling on employees 

to promote the active participation of women 

are associated with positive factors such as flat or 

increasing ordinary income. Efforts to solve social 

issues may be effective for the issue of survival in 

traditional craft production areas, and it is necessary 

to search for effective efforts in the future.

１.　緒言１）

　地域産業・地場産業としての伝統工芸産業は、

2020 年に新型コロナウイルス感染症拡大（コロナ

要旨

　本稿は、九州 7 県の伝統工芸産地組合・事業者を

対象とした質問紙調査を通じ、コロナ禍の影響やウェ

ブサイト運営の現状・問題点、さらに社会課題解決に

向けた取り組みの状況等を把握し、産地の基本属性や

経営状況との関連について検討することを目的とする。

　調査の結果、回答産地組合・事業者の過半数がコロ

ナ禍により経営面で悪影響を被ったが、この逆境を商

機として取り組む事業者もみられた。また、ウェブサイ

トを介した新たな販売手法に対応する際には、IT リテ

ラシーの理解や人材確保・育成等の障壁が存在するが、

取り組みに着手している産地組合・事業者は何らかの

成果を感じている模様である。さらに、社会課題解決

に向けた取り組みとして、女性の活躍促進等を従業員

に呼び掛けている事業者は、経常利益が横ばいかある

いは増加している等のプラス要因との関連が見出され

た。社会課題解決に向けた取り組みが、伝統工芸産

地の存続という課題に対して有効である可能性があり、

今後実効性のある取り組みの探索が必要である。

Summary

　Through questionnaire sur veys targeting 

traditional craf t production associations and 

producers in the seven prefectures of Kyushu, this 

study aims to grasp the impact of the coronavirus 

crisis, the current situation and problems of website 
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禍）という未曾有の事態に見舞われた。このため、

陶磁器産地では恒例行事である「陶器市」が各地で

延期・中止となったが、代わりに行われた「オンラ

イン陶器市」が、いずれも活況を呈したと報じられ

た２）。各開催地では伝統工芸生産者がｅコマースや

フィンテック等に携わる経験を持つ異業種分野・団

体等と連携し、デジタル技術を活用した事業革新に

対応する動きがみられた３）。

　伝統工芸産業におけるデジタル変革の一側面として

筆者は、福岡・佐賀の伝統工芸産地事業者を対象と

した調査結果を基に、新技術・製品開発やインバウ

ンド需要対応への関心が高い事業者は、キャッシュ

レス決済への関心が高い傾向にあることや、卸・流

通の弱体化を強く意識している事業者が、ふるさと納

税に対する関心が高い傾向にあることを示した（大淵

2020）。この中では、産地存続という課題に対して、

デジタル技術の活用や従来の販売手法と異なるネット

販売への対応が重要な観点となっていた。

　このようなデジタル変革に関する問題意識の切り口

として、ウェブサイト運営や推進への対応状況が挙げ

られる。しかし、デジタル変革への対応が、伝統工

芸産業の課題解決につながる可能性があるにもかか

わらず、その実態を示す調査研究は見られない。

　また、九州地区においても近年、社会課題解決に

向けた取り組みを積極的に進めている伝統工芸事業

者が出現している。これらの取り組みは、国連が掲げ

る SDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けた取り

組みにつながるものであるが、例えば陶磁器では、廃

棄物削減や女性・外国人の積極的雇用等に取り組ん

でいる有田焼の窯元が存在する４）。また、織物では、

再生糸を使い SDGs の目標項目数にちなんだ 17 色で

縞を表現した小倉織の商品が開発されている５）。さら

に、波佐見焼の事業者は、長崎原爆資料館に献納さ

れた千羽鶴由来の灰を混ぜた釉薬を使い、SDGs バッ

ジを製作する取り組みを進めている６）。

　この SDGs に対する認知度や対応状況について、

中小企業全般を対象に行われた調査として関東経

済産業局ほか（2018）がある。これは関東地方の

中小企業 500 社に対してウェブ形式のアンケート

調査を行い、企業経営における社会課題解決の位置

づけ等を尋ねたものである。この調査を基に、中小

企業がどのように社会課題解決や SDGs に向き合う

べきかを考察した研究として池田（2019）や遠山

（2019）がある。しかし、伝統工芸産業による社会

課題解決や SDGs に関する取り組みの現状について

の調査研究は存在しないものとみられる。

　このため本稿では、伝統工芸産地組合・事業者を

対象とした質問紙調査を通じて、コロナ禍の影響や

ウェブサイト運営の現状・問題点、さらに社会課題解

決に向けた取り組みの状況等を把握し、産地の基本

属性や経営状況との関連を検討することを目的とする。
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表１．九州 7 県における国指定伝統的工芸品と主な産地組合



２．研究方法

２．１．対象者

　産地組合を対象とした質問紙調査（以下「組合調査」

という。）の対象者は、九州 7 県における国指定の伝

統的工芸品の生産に関係する 33 産地組合とした。表

1 は該当する品目や主な産地組合の一覧である。

　産地事業者を対象とした質問紙調査（以下「事業者

調査」という。）の対象者は、九州 7 県における国指

定の伝統的工芸品の生産に関係する 600 事業者（福

岡県 192、佐賀県 170、長崎県 54、熊本県 32、大

分県 17、宮崎県 5、鹿児島県 130）とした。

２．２．調査方法及び調査内容

２．２．１．組合調査の構成

　組合調査では、本研究用に作成した自記式質問紙

を用いて、郵送による配布・回収で実施した。質問

紙は、ウェブサイト運営に関する項目は情報処理推

進機構（2020）を、また社会課題解決に関する項

目は関東経済産業局ほか（2018）を参考に作成した。

　設問は、産地組合としてのコロナ禍への対応・受

け止め、ウェブサイト維持・構築の役割を担う人材

の有無、ウェブサイト運営・ネット販売の現状及び

社会課題解決に向けた取り組みの実施状況等の計

22 問であった。

　2020 年 6 月 10 日から 7 月 31 日の間で 18 通

の質問紙が回収された（回収率 54.5％）。回答産地

組合の製造分野や所在県を表 2 に示した。

２．２．２．事業者調査の構成

　事業者調査は、本研究用に作成した自記式質問紙

を用いて、クロネコ DM 便による配布と、郵送に

よる回収で実施した。質問紙は、ウェブサイト運営

や社会課題解決に関する項目について、組合調査と

同様の先行調査・研究を参考に作成した。

　設問は、産地事業者としてのコロナ禍による経営

への影響、コロナ禍への対応・受け止め、ウェブサ

イト維持・構築の役割を担う人材の有無、ウェブサ

イト運営・ネット販売の現状及び社会課題解決に向

けた取り組みの実施状況等の計 23 問であった。

　2020 年 9 月 2 日から 10 月 12 日の間で 94 通

の質問紙が回収された（回収率 15.67％）。回答産

地事業者の製造分野や所在県を表 2 に示した。

２．３．データ集計及び統計解析

　本稿では、組合調査と事業者調査のうち、コロナ

禍への対応・受け止めやウェブサイト維持・構築の

役割を担う人材の有無及びウェブサイト運営・ネッ

ト販売の現状については、単純集計による比較分析

を行う。また、社会課題解決に向けた取り組みに関

しては、クロス集計を用いて設問同士の関連性を確

認し、個々のセル毎に残差分析を行って特異性を検

定する。

　なお、各項目の回答は 5 件法や数字記入等で把

握し、回答結果の意味内容や分布を見た上で 2 群

あるいは 3 群にまとめたデータをクロス集計し分

析した。特に事業者調査の回答結果は以下の要領で

再集計を行った。

　問 1は伝統的工芸品名の 22 肢から回答を求め、「小

石原焼」「上野焼」「伊万里・有田焼」「唐津焼」「三

川内焼」「波佐見焼」「小代焼」「天草陶磁器」「薩摩焼」

表 2．回答産地組合の製造分野と所在県
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を「陶磁器」の群に、また「博多織」「久留米絣」「本

場大島紬」を「織物」の群に、そしてこれら以外の品

目を「その他」の群とし、計 3 群で検討を行った。

　問 3 は全従事者数・女性従事者数・男性従事者数

について数字記入形式で回答を求め、その結果から「5

人以下」と「6 人以上」の 2 群で検討を行った。

　問6の経常利益の変化は、4肢で回答を求めた後に、

「増加した」と「ほぼ横ばい」を統合した「増加した又

はほぼ横ばい」の群と「減少した」「明確な傾向なし」

の計 3 群で検討を行った。

　問 17 の SDGs の認知度については、5 肢で回答

を求めた後に、「SDGs について全く知らない（今

回の調査で初めて認識した）」と「SDGs という言

葉を聞いたことがあるが、内容は知らない」を統合

し「知らない」の群に、また「SDGs の内容につい

て知っているが、特に対応は検討していない」と

「SDGs について対応・アクションを検討している」

及び「SDGs についてすでに対応・アクションを行っ

ている」を統合し「知っている」の群とし、計 2

群で検討を行った。

　そして、問 23 の今後の見通しについては、6 肢で

回答を求めた後、「大変明るい状況にある」と「まあ

明るい状況にある」及び「現状と変わらない」を統合

し「明るい状況にある又は現状と変わらない」の群に、

また「あまり明るい状況ではない」と「全く明るい状況

ではない」を統合し「明るい状況ではない」の群とし、

これら 2 群と「わからない」の計 3 群で検討した。

　統計解析には IBM SPSS ver.24 for Windows と R 

図 1．「コロナ禍に関する質問」回答内訳（組合調査） 図 2．「コロナ禍に関する質問」回答内訳（事業者調査）

Version 3.6.0 を使用した。事業者調査の問 14「社会

課題解決に向けた取り組み」に関するクロス集計では、

2 変数間で統計的に有意な関連性があるかを分析す

るため、カイ二乗検定を用いた。また、期待度数 5

未満のセルが 20% 以上認められた場合及び最小期待

度数が 1 未満のセルが存在した場合はフィッシャーの

正確確率検定を用いた７）。いずれも関連性が有意と認

められたもの（p ＜ .05）、あるいは有意な傾向がみら

れたもの（p ＜ .1）について計測結果を提示した。さ

らに、2 変数の相関の強さを表すファイ係数（φ）及

びクラメールの連関係数（Cramer’s V）を用いて、関

連性の強さを示す効果量を確認した８） 。

３．研究結果

３．１．コロナ禍における経営状況

　まず、両調査のコロナ禍への対応に関する回答を

比較した（図 1、図 2）。

　このうち、「コロナ禍によって資金繰りに悪影響

が出ている」という項目では、産地組合では「あて

はまる」（「とてもあてはまる」と「ややあてはまる」

の合計）が 66.7% を占め、産地事業者の「あては

まる」も 58.5% に上った。一方で、「コロナ禍を新

たなビジネスチャンス・商機とした取り組みを進め

ている」という項目では、産地組合の「あてはまる」

は 22.3% であったのに対し、産地事業者の「あて

はまる」は 36.2% に上った。

　また、産地事業者に対しては、コロナ禍を受けての

従業員雇用や商品価格に関する質問を行った（図 3）。
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　このうち、「コロナ禍でも従業員雇用を維持でき

ている」や「コロナ禍でも従業員賃金支払いは維持

できている」という項目ではいずれも「あてはまる」

という回答が半数以上を占めた。一方で、「売上確

保対策として商品価格を下げている」という項目に

対しては、回答の 7 割以上が「あてはまらない」（「全

くあてはまらない」と「余りあてはまらない」の合

計）を占めた。

３．２．ウェブサイト運営・展開の現状

　次に、両調査のウェブサイト運営・展開への対応

に関する回答を比較した（図 4、図 5）。

　このうち、「ウェブサイト運営を担う人材育成が

組織／事業所内では困難である」かを尋ねた設問に

対して、「あてはまる」が産地組合で 66.7%、産地

事業者でも 51.1% に上ったほか、「組合員／事業所

構成員の IT リテラシーが不十分である」という項

目では、「あてはまる」が産地組合で 61.1%、産地

事業者でも 48.9% に上った。また、「ウェブサイト

運営を担える人材が外部から獲得できない」という

項目でも、「あてはまる」が産地組合で 38.9%、産

地事業者で 38.3% となり、「あてはまらない」を上

回っていた。

　一方で、「販売・組織変革に対する組織／事業所

内の抵抗感が強い」という項目に対し、産地組合で

は「あてはまる」が 38.9% を占めた一方で、産地

事業者の「あてはまる」は 14.9% に留まった。

　また、「ウェブサイト運営推進を行っているが成

果があがらない」という項目には、産地組合の「あ

図 3．「コロナ禍での従業員・価格に関する質問」回答内訳（事業者調査）

図４．「ウェブサイト運営に関する質問」回答内訳（組合調査）

図 5．「ウェブサイト運営に関する質問」回答内訳（事業者調査）
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てはまらない」が 38.9%、産地事業者の「あてはま

らない」も 37.2% に上った。

３．３．社会課題解決に向けた取り組みに関する分析

　事業者調査の問 14 では、産地事業者が社会課題

解決に向けた取り組みを行っているかどうかを尋ね

た。SDGs の 17 の達成目標に対応した選択肢を示し、

実施している取り組みを選択する形式とした。



３．３．１．SDGs の認知度別による分析

　SDGs の認知度の違いによるクロス集計を用いて分

析を行ったところ、4 つのクロス集計で、2 変数間に

おいて有意な関連が認められた（表 3）。

　まず、「5．女性の活躍促進や、出産育児サポート

の重要性を従業員に呼び掛けている」では、取り組

んでいる事業者は SDGs について知っている群が 6 事

業者（33.3%）で有意に多く、取り組んでいない事業

者は知らない群が 62 事業者（89.9%）で有意に多かっ

た（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .05）。

　次に、「9．産学官等との連携を行っている」では、

取り組んでいる事業者は SDGs について知っている群

が 8 事業者（44.4%）で有意に多く、取り組んでいな

い事業者は知らない群が 59 事業者（85.5%）で有意

に多かった（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .01）。

　さらに、「16．CSR 活動（防災活動、環境活動等の

地域コミュニティ活動）に参加している」では、取り

組んでいる事業者は SDGs について知っている群が 4

事業者（22.2%）で有意に多く、取り組んでいない事

業者は知らない群が 66 事業者（95.7%）で有意に多

かった（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .05）。

　そして、「18．特に取り組みは行っていない」では、

取り組んでいる事業者は SDGs について知っている

群が 17 事業者（94.4%）で有意に多く、取り組ん

でいない事業者は知らない群が 21 事業者（30.4%）

で有意に多かった（フィッシャーの正確確率検定で

p ＜ .05）。

３．３．２．全従事者数別による分析

　伝統工芸事業者の全従事者数別によるクロス集計

を用いて分析を行ったところ、4 つのクロス集計で、2

変数間において有意な関連が認められた（表 4）。

　まず、「3．従業員の健康配慮に向けた情報提供

を行っている」では、取り組んでいる事業者は 6 人

以上の群が 23 事業者（60.5%）で有意に多く、取

り組んでいない事業者は 5 人以下の群が 40 事業

者（81.6%）で有意に多かった（χ 2(1) ＝16.359, p

＜ .01）。

　また、「5．女性の活躍促進や、出産育児サポー

表 3．SDGs の認知区分による社会課題解決に向けた取り組み状況

表 4．全従事者数別による社会課題解決に向けた取り組み状況
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表 5．女性従事者数別による社会課題解決に向けた取り組み状況
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トの重要性を従業員に呼び掛けている」では、取

り組んでいる事業者は 6 人以上の群が 10 事業者

（26.3%）で有意に多く、取り組んでいない事業者

は 5 人以下の群が 46 事業者（93.9%）で有意に多

かった（χ 2(1) ＝ 6.867, p ＜ .01）。

　さらに、「8．地元雇用を促進する取組を行って

いる」では、取り組んでいる事業者は 6 人以上

の群が 12 事業者（31.6%）で有意に多く、取り

組んでいない事業者は 5 人以下の群が 46 事業者

（93.9%）で有意に多かった（χ 2(1) ＝ 9.720, p

＜ .01）。

　そして、「10．外国人・女性・高齢者・社会的

弱者への雇用環境整備や社会参画の配慮を行っ

ている」では、取り組んでいる事業者は 6 人以

上の群が 9 事業者（23.7%）で有意に多く、取り

組んでいない事業者は 5 人以下の群が 47 事業者

（95.9%）で有意に多かった（フィッシャーの正

確確率検定で p ＜ .01）

３．３．３．女性従事者数別による分析

　伝統工芸事業者の女性従事者数別によるクロス

集計を用いて分析を行ったところ、4 つのクロス集

計で、2 変数間の有意な関連が認められた（表 5）。

　まず、「3．従業員の健康配慮に向けた情報提供

を行っている」では、取り組んでいる事業者は 6

人以上の群が 17 事業者（60.7%）で有意に多く、

取り組んでいない事業者は 5 人以下の群が 42 事

業者（73.7%）で有意に多かった（χ 2(1) ＝ 9.465, 

p ＜ .01）。

　次に、「5．女性の活躍促進や、出産育児サポー

トの重要性を従業員に呼び掛けている」では、取

り組んでいる事業者は 6 人以上の群が 8 事業者

（28.6%）で有意に多く、取り組んでいない事業

者は 5 人以下の群が 52 事業者（91.2%）で有意

に多かった（フィッシャーの正確確率検定で p

＜ .05）。

　さらに、「8．地元雇用を促進する取組を行って

いる」では、取り組んでいる事業者は 6 人以上

の群が 11 事業者（39.3%）で有意に多く、取り

組んでいない事業者は 5 人以下の群が 53 事業者

（93.0%）で有意に多かった（フィッシャーの正

確確率検定で p ＜ .01）。

　そして、「10．外国人・女性・高齢者・社会的

弱者への雇用環境整備や社会参画の配慮を行っ

ている」では、取り組んでいる事業者は 6 人以

上の群が 8 事業者（28.6%）で有意に多く、取り

組んでいない事業者は 5 人以下の群が 54 事業者

（94.7%）で有意に多かった（フィッシャーの正

確確率検定で p ＜ .01）。

３．３．４．男性従事者数別による分析

　伝統工芸事業者の男性従事者数別によるクロス

集計を用いて分析を行ったところ、2 つのクロス

集計で 2 変数間の有意な又は有意傾向のある関連

が認められた（表 6）。

　まず、「3．従業員の健康配慮に向けた情報提供

を行っている」では、取り組んでいる事業者は 6

人以上の群が 10 事業者（62.5%）で有意に多く、



表 7．経営者性別による社会課題解決に向けた取り組み状況

表 8．経常利益の変化別による社会課題解決に向けた取り組み状況

取り組んでいない事業者は 5 人以下の群が 47 事

業者（68.1%）で有意に多かった（χ 2(1) ＝ 5.186, 

p ＜ .05）。

　そして、「13．カーボン・オフセット（二酸化

炭素排出の削減努力取組）の商品を購入・使用し

ている」では、取り組んでいる事業者は 6 人以上

の群が 2 事業者（12.5%）で多い傾向が見られ、

取り組んでいない事業者は 5 人以下の群が 68 事

業者（98.6%）で多い傾向がみられた（フィッ

シャーの正確確率検定で p ＜ .1）。

３．３．５．経営者性別による分析

　経営者性別の違いによるクロス集計を用いて分析

を行ったところ、1 つのクロス集計で 2 変数間にお

いて有意傾向のある関連が認められた（表 7）。

　即ち、「10．外国人・女性・高齢者・社会的弱

者への雇用環境整備や社会参画の配慮を行ってい

る」では、取り組んでいる事業者は経営者が女性

である群が 3 事業者（37.5%）で多い傾向が見ら

れ、取り組んでいない事業者は経営者が男性であ

る群が 73 事業者（89.0%）で多い傾向がみられ

た（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .1）。

３．３．６．経常利益の変化別による分析

　経常利益の増減等の変化別によるクロス集計を

用いて分析を行ったところ、2 つのクロス集計で 2

変数間の有意な又は有意傾向のある関連が認めら

れた（表 8）。

　まず、「5．女性の活躍促進や、出産育児サポー

トの重要性を従業員に呼び掛けている」では、取り

組んでいる事業者は経常利益が増加した又はほぼ

横ばいの群が 11 事業者（26.2%）で多い傾向が見

られ、取り組んでいない事業者は経常利益が減少

した群が 39 事業者（92.9%）で多い傾向がみられ

た（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .1）。

　また、「17．国際交流の促進に取り組んでいる」

では、取り組んでいる事業者は経常利益が増加し

た又はほぼ横ばいの群が 7 事業者（16.7%）で有

意に多く、取り組んでいない事業者は経常利益が

減少した群が 42 事業者（100.0%）で有意に多かっ

た（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .05）。

３．３．７．今後の見通し別による分析

　今後の見通し別によるクロス集計を用いて分析を

行ったところ、1 つのクロス集計で 2 変数間におい

表 6．男性従事者数別による社会課題解決に向けた取り組み状況
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表 9．今後の見通し別による社会課題解決に向けた取り組み状況

て有意傾向のある関連が認められた（表 9）。

　即ち、「５．女性の活躍促進や、出産育児サポー

トの重要性を従業員に呼び掛けている」では、取

り組んでいる事業者は今後の見通しについて明るい

状況にある又は現状と変わらないの群が 8 事業者

（38.1%）で多い傾向が見られ、取り組んでいない

事業者は今後の見通しについて明るい状況ではな

いの群が 57 事業者（90.5%）で多い傾向がみられ

た（フィッシャーの正確確率検定で p ＜ .1）。

３．３．８．製造分野別による分析

　製造分野別によるクロス集計を用いて分析を行っ

たところ、2 つのクロス集計で、2 変数間において

有意な関連が認められた（表 10）。

　まず、「12．廃棄物排出量・廃棄物最終処分量

を把握し、削減に取り組んでいる」では、取り組ん

でいる事業者は陶磁器の群が 14 事業者（34.1%）

で有意に多く、取り組んでいない事業者はその他の

群が 20 事業者（95.2%）で有意に多かった（χ 2(2)

＝ 8.337, p ＜ .05）。

　また、「14．原材料や購入物に認証品（フェアト

レード、オーガニック、森林認証等）を活用している」

では、取り組んでいる事業者は織物の群が 4 事業

者（14.3%）で有意に多かった（フィッシャーの正確

確率検定で p ＜ .05）。

４．考察

　以上の分析結果より、伝統工芸産地組合と産地

事業者がコロナ禍で被った影響やウェブサイト運営・

推進に関する特徴、さらに社会課題解決に向けた

取り組みと関係性がみられた項目についての考察を

以下に示す。

４．１．コロナ禍への対応内容の特徴

　組合調査と事業者調査の集計結果から、回答が

あった産地組合・事業者の過半数がコロナ禍により

経営面で悪影響を被っていることがわかった。その

中で、この逆境を新たな商機と捉えた回答は、産

地組合より事業者の方が割合が高かった。事業者

単位の方が小回りが効き、新商品開発等の取り組み

に適していた可能性がある。

　また労働・雇用環境の面では、このコロナ禍の

中で、回答があった産地事業者の過半数が伝統工

芸従事者の雇用や賃金支払いを維持している一方、

維持できていない事業者が 2 割程度存在している

ことがわかった。

　販売面においては、売上確保のため商品価格の値

下げに踏み切っていないと回答した事業者の割合が

高く、商品価値の維持に努めている状況が示された。

　今後は、コロナ禍という逆境を乗り越えた産地組

合や事業者の取り組み内容について聞き取りを行う

こと等により、伝統工芸産業の存続に必要な要因

等の探索的調査を進める必要があると考える。

４．２．ウェブサイト運営・推進に向けた課題・提言

　伝統工芸産業において、ウェブサイトの運営・推

進を進める人材育成や外部からの獲得の困難さ及
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表 10．製造分野別による社会課題解決に向けた取り組み状況



び組合員／事業所構成員の IT リテラシーの不十分

さといった “ 壁 ” が立ちはだかっている状況が存在

していた。

　しかし、ネット販売への取り組みに着手してい

る産地組合・事業者においては成果を感じている

可能性があることも見出せた。ネット販売に対する

“ 食わず嫌い ” 的な意識から脱却し、新時代に対応

する上で不可欠な基盤としてウェブサイトをどう導入

し、運営・推進の軌道に乗せられるかが課題である。

この解決策としては、ウェブサイト運営の経験を持

つ外部アドバイザーや意識改革を担うトランスレー

ターのサポートが挙げられる。

４．３．伝統工芸産業による社会課題解決に向けた取

り組みの特徴

　産地事業者の基本属性や経営状況との関係性が

顕著にみられたのは、「5．女性の活躍促進や、出

産育児サポートの重要性を従業員に呼び掛けてい

る」であった。

　即ち、この取り組みを行う事業者は、「SDGs につ

いて知っている」、「全従事者数／女性従事者数が 6

人以上いる」、「経常利益が増加したあるいはほぼ横

ばいである」、「今後の見通しについて明るい状況に

ある又は現状と変わらないと捉えている」のいずれ

かの諸相を併せ持つ事業者が多いという関係性が

存在していた。

　とりわけ、「経常利益の増加やほぼ横ばい」とい

う要素との関係性が見出せたことは、この取り組み

が、伝統工芸産業存続に欠かせない利益の創出に

つながるという可能性も考えられるが、今後その因

果関係等のさらなる検討が必要である。

　また、「10．外国人・女性・高齢者・社会的弱者

への雇用環境整備や社会参画の配慮を行っている」

にあてはまる事業者は、「全従事者数／女性従事者

数が 6 人以上いる」や「経営者の性別が女性である」

という諸相を併せ持つ事業者が多い又は多い傾向に

あるという関係性がみられた。

　なお、女性従業員の雇用確保に関心が高い事業

者は、非正規・高齢者の雇用も重視しているほか、

労働条件・環境の向上という面も強い関心を持っ

ている傾向があることが明らかとなっており（大淵

2020）、伝統工芸産業における女性従事者の存在は、

今後さらに重要となる可能性がある。

　一方で、製造分野別による取り組み状況の分析

では、陶磁器を製造する事業者のうち、廃棄物排

出量・廃棄物最終処分量を把握し、削減に取り組

んでいる事業者が有意に多いという関係性が見出さ

れた。また、織物を製造する事業者のうち、原材

料や購入物に認証品（フェアトレード、オーガニック、

森林認証等）を活用している事業者が有意に多い

という関係性が見出された。

　即ち、陶磁器を扱う事業者は、廃棄物処理や削

減に対する意識が高く、織物を扱う事業者は、原

材料等に認証されたものを使用する意識が高いとい

うそれぞれの事業者像がみられた。これらの実例

として、伊万里・有田焼産地の幸楽窯では、「トレ

ジャー・ハンティング」という余剰在庫を活用して

新たな価値創造に結び付けた取り組みが進められ

ている９）。また、九州圏外であるが、今治タオル産

地の IKEUCHI ORGANIC では、工場や直営店内の

消費電力は全て風力発電で賄い、原料のオーガニッ

クコットンはインドやタンザニアの契約農家からの

フェアトレードにこだわるという例もある10）。九州 7
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県においても、社会課題解決に向けた取り組みを

行っていると回答した事業者への今後のフォロー調

査により、伝統工芸産業による社会課題解決に向

けた取り組みの達成度、さらには産地存続という課

題解決との関係性や実効性を検証することが可能に

なると考える。

５．結論

　九州 7 県の伝統工芸産地組合・事業者の多くが

コロナ禍により経営面で悪影響を被ったが、この逆

境を商機として取り組む事業者もみられた。また、

産地組合・事業者がウェブサイトを介した新たな販

売手法に対応する際には、IT リテラシーの理解や

人材確保・育成等の障壁が存在するが、取り組み

に着手している産地組合・事業者では何らかの成果

を感じている模様である。さらに、社会課題解決

に向けた取り組みとして、女性の活躍促進等を従業

員に呼び掛けている事業者は、経常利益が横ばい

かあるいは増加している等のポジティブな要素との

関連が見出された。社会課題解決に向けた取り組

みが、伝統工芸産地の存続という課題に対して有

効である可能性があり、今後実効性のある取り組み

の探索が必要である。
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西日本新聞 2020 年 5 月 12 日付朝刊「九州地銀　デジタル

化の波　アプリで PR、ストアに誘客　ネット専業銀設立、

市場開拓　相次ぐ異業種参入、迫られる『変革』」を参照。

CSO ネットワーク（2020）「持続可能性に配慮する地域密

着中小企業調査報告」6-7 頁の幸楽窯（徳永陶磁器）の事例

を参照。

西日本新聞（北九州版）2020 年 10 月 4 日付朝刊「小倉織

で SDGs 発信　17 の目標 17 色で表現　再生糸使い環境に

配慮」を参照。

九州教具株式会社プレスリリース 2020 年 1 月 31 日付「波

佐見焼による SDGs バッジ製作および SDGs への取り組みに

ついて」https://q-bic.net/2020/01/sdgs.html（2020 年 12 

月 16 日取得）を参照。

参考文献 [8]50-52 頁を参照。

参考文献 [8]53-54 頁を参照。これらの係数は 0 から 1 まで

の値をとり、1 に近いほど 2 つの質的変数間の連関が強い

と判断される。サンプルサイズに左右されない標準化され

た効果の大きさを示す指標で、効果の大きさは、小が 0.1、

中が 0.3、大が 0.5 という水準が目安とされている。

注 4 と同じ。

朝日新聞 2017 年 4 月 3 日付朝刊「タオル、風が織る　『環

境配慮と品質』核に企業再生」を参照。
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